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研究分担者 所内：吉本充宏 、石峯康浩、 

久保智弘 

所外： 

研究 

協力者 

所内： 

 

所外：  

施 

策 

関 

連 

山梨県 

科学技術 

基本計画 

成長促進分野  

取組項目  

山梨県 

総合計画 

政策② 防災・減災、県土の強靭化  

  10.富士山火山防災対策の研究と普及 

  12.富士山防災対策におけるソフト対策の推進 

その他 

部門計画 
 

研究の背景・ 

ニーズ 

 

 富士山ハザードマップの改訂によって富士山噴火における想定される火口範囲がさらに拡大した。こ

れに従来から示されていた噴火規模や火山現象の多様さが合わさり、富士山の火山活動の想定はより複

雑化した。富士山火山防災協議会は富士山避難基本計画を示したが、各市町村レベルの富士山噴火に対

する避難計画は整備段階にある。このように富士山の噴火に対する火山防災のオペレーションは、誰も

が未経験であり、かつ複雑で困難なものになることが危惧される。そこで過去に発生した火山活動への

防災対応の事例を国内外から広く参照し、未経験の富士山噴火に備える必要がある。 

 

研究目的 

 

 国内外の噴火事例の行政対応や住民の避難行動に関する資料から、火山活動の不確実性に対応可能な、

複雑な避難オペレーションを的確に行うための意思決定に必要な情報を明らかにする。 

研究目標 

 

・国内外の噴火事例から、行政対応や住民の避難行動に関する資料を時系列で網羅的に収集、整理し、

データセットを構築する。 

・多くの火山災害事例を比較することで、火山噴火による人的被害を軽減するための効果的な対応の共

通点を抽出する。 

・火山の不確実性に対応可能な、複雑な避難オペレーションを的確に行うためのより良い火山対応のあ

り方の要点を示す。 

 

研究全体の 

研究計画・ 

研究方法ならび

に研究体制 

(共同研究において

は、その必要性、

研究分担者の役割

を記入) 

本研究では、以下の項目に分けて計画を実施する。 

時系列のデータ収集と整理（R６－７年度、担当：佐藤、吉本、石峯、久保）： 

・国内外の噴火事例を可能な限り収集する。事前研究での課題に対応するため、国内外の(1)様々な噴火現

象を網羅し収集すること、(2)大規模な噴火事例を収集すること、に注力する。。 

・収集の対象とする情報は、それぞれの噴火事例において監視観測機関や防災対応機関が発表した情報、

火山噴火対応後にまとめられた報告書や After Action Review および論文などインターネット上で収集

できる情報が中心となる。 

 
各噴火事例での避難の動きに関連する情報の収集と整理（R６－７年度、担当：佐藤、吉本、石峯、久保）： 

・事前研究の課題に対応するため、①噴火事例における空間情報、②住民の避難行動の詳細、③現地の社

会情勢に関する情報を収集する。 

 
ヒアリング等の実施（R５－８年度、担当：佐藤、吉本）： 

 本研究所で実施する JICA 草の根事業(インドネシア)や JICA ラテンアメリカ火山防災担当者研修にお

いて来日する各国の火山の監視観測と防災に携わる関係者にヒアリング等を実施し、資料や報告書等の記

載では網羅し切れない当時の対応や状況について情報収集をする。 

 
分析とまとめ(R７－８年度、担当：佐藤)： 



・収集整理したデータから防災行動と経済活動の両立に関連した事項を整理する 

・噴火まで時間的猶予のなかった避難指示発令の事例(噴火直前や噴火後)と時間的猶予のあった避難指示

発令の事例を比較し、避難指示のタイミングが異なった要因等を分析する。 

・火山の影響の及んだ範囲と避難が行われた範囲が、ハザードマップ等の事前の想定と合致していたか、

異なっていたかを対比する。異なっていた場合は、当時どのような対策が取られたかを調査する。 

・避難指示の範囲が変更された際にとられた当時の対策等(規制箇所の変化、二次被害の防止に関する配

慮)の収集と整理を行う。 

 

前年の 

研究計画・ 

研究方法ならび

に研究成果 

（初年度の場合は

事前調査内容など

を記入） 

○国内外の火山噴火対応とその時系列の情報の整理を計測的に実施 

アイスランドのレイキャネス半島やインドネシアのレウォトビ火山、フィリピンのマヨン火山など火

山活動が続いた地域を主な対象として継続的に情報収集を実施した。 

 

○日本国内の噴火事例において、市町村から避難指示(避難勧告も含む)から発令された事例を整理し、

類型化の試み 

気象庁が常時観測体制を整備し正式に火山情報を発表した1965年から2025年までの約60年間、市町村

から地域の居住地域の住民に対して避難指示（避難勧告も含む）が発令された事例はおよそ14件が確認

された。そして、噴火前の避難、噴火直後の避難、噴火後の規模拡大に伴って避難、の3つのパターンに

大きく区分された。 

 

○ラテンアメリカ各国の火山防災担当者へのヒアリング 

ラテンアメリカ各国から火山防災の研修で本邦に来日した火山および防災実務者に各国の災害対応に

関連する意識調査を実施した。行政や制度面での課題点として、政権交代によって防災政策が変更する

可能性があり長期的な計画が経たない可能性があること、監視観測および普及啓発活動に関する継続的

な予算の不足などが共通項として挙げられた。また火山周辺住民の意識に関する共通する課題として、

避難行動への躊躇や居住地の移転に関して抵抗感が強い地域では、貧困や治安対策などをバックとする

政府機関や地元当局への日頃の不信感が背景にあることなどが挙げられた。 

 

今年度の 

研究実施内容 

（研究計画・ 

研究方法） 

ならびに期待さ

れる研究成果 

○時系列データの収集 

事例収集を継続的に実施する。特にあらたな住民避難が発生したケースは優先的にその動きを追う。 

○ヒアリングの実施 

研究所内外での機会を利用し、火山防災に関するヒアリングを継続して実施する。とくに火山活動の

活発化に伴う避難や警戒レベル上げの判断に関わった事例についてステークホルダーから情報を収集す

る。 

 

○火山噴火における避難タイミングの類型化 

日本国内の事例で実施した火山活動と避難タイミングの類型化を国外の事例にも適用して整理する。

時系列のデータベースとして整理をめざす。 

 

最終的に 

期待される 

研究成果 

 国内外の火山災害事例を多く参照することで、火山噴火時の防災対応と避難行動に関する有用な時系

列データベースが整備される。 

 この時系列データベースから、火山の不確実性に対応可能な複雑な避難オペレーションを的確に行う

ための、より良い避難の要点が明らかになる。 

 

 


